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契  約  書

(訪問看護)

医療保険

利用者：   　　　　　　　   様

事業者：株式会社さくらメディテイト  
事業所名：さくら心の訪問看護ステーション
　　　　　　　   様 （以下、「利用者」といいます）と、株式会社さくらメディテイト（以下、「事業者」といいます）は、事業者が利用者に対して行う訪問看護について、つぎのとおり契約を結びます。

第１条　（契約の目的）
事業者は、利用者に対し、医療保険各法ならびにその他関係諸法令、およびこの契約書にしたがって、療養上の世話又は診療の補助をその内容とした訪問看護サービスを提供します。利用者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。

第２条　（契約期間）
この契約の契約期間は契約締結の日から、利用者の終了の意思表示がされるまでの期間とします。ただし、第９条に定める契約の終了行為があった場合は、その定める日までとします。
第３条　（訪問看護計画）
事業者は、医師の診断と指示に基づいて、利用者の日常生活の状況および希望を踏まえ、訪問看護計画を作成します。事業者はこの訪問看護計画を作成した場合、利用者に説明し、同意を得るものとします。
２　事業者は、利用者がサービス内容や提供方法などの変更を希望する場合は、速やかに訪問看護計画の変更等の対応を行います。
第４条　（主治医との関係）
事業者は、主治医からの指示を文書で受け、訪問看護等のサービス提供を開始します。事業者は、「訪問看護計画書」および「訪問看護報告書」を主治医に提出し、密接な連携を図ります。

第５条　（サービス提供の記録）
事業者は、サービスを提供した際には、あらかじめ定めた「訪問看護記録シート」等の書面に必要事項を記入し、利用者の確認を受けることとします。
２　事業者は、「訪問看護記録シート」等の記録を作成した後5年間はこれを適正に保存します。また、利用者本人から開示の求めがあった場合は、業務に支障がない時間に閲覧、謄写に応じ、利用者の実費負担により写しを交付します。
第６条　（料金）

サービスに対する利用者負担金は、別紙【重要事項説明書】に記載する通りとします。なお、利用者負担金は関係法令に基づいて定められるものであるため、契約期間中にこれが変更になった場合は、関係法令に従って改定後の金額が適用されます。
２　利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を2カ月以上滞納した場合は、事業者は1カ月以上の期間を定めて、期間満了までに利用者負担金を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることができます。
３　事業者は、利用者が利用者負担金を支払うことなく前項に定める期間が満了した場合には、この契約を文書により解除することができます。
第７条　（利用者の解約権）
利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつでもこの契 約の解約を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契約は解約されます。 

２ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、予告期間を設けることなく直ちにこの契約を解約できます。

1  事業者が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請求にもかかわらず、これを提供しようとしない場合 

2  事業者が、第１１条に定める守秘義務に違反した場合 

3  事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を行うなど、 本契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合
第８条　（事業者の解約権）

事業者は、利用者の著しい不信行為により契約の継続が困難となった場合は、２週間以上の予告期間をおいて、その理由を記載した文書により、この契約を解除することができます。
２　事業者は、事業の安定的な運営が困難となった場合や事業所の統廃合があった場合は、その理由を記載した文書によりこの契約を解除することができます。この場合、事業者は、利用者の主治医などと協議し、利用者に不利益が生じないように必要な措置をとります。
第９条　（契約の終了）

次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。
1 第7条の規定により利用者から解除の意思表示がなされ、予告期間が満了した時
2 第8条の規定により事業者から契約解除の意思表示がなされ、予告期間が満了した時
3 次の理由で利用者にサービスを提供できなくなった時
(1) 利用者が長期にわたり医療施設に入院した場合（3カ月以上継続）
(2) 利用者が亡くなった場合

第１０条　（サービスの中止、変更、追加）

利用者は、事業者に対して、サービス実施日の前営業日の午前11時までに通知をすることで、料金を負担することなく、サービスの利用を中止することができます。

２　利用者が、サービス実施日の前営業日の午前11時までに通知することなくサービスの中止を希望した場合は､事業者は利用者に対して、【重要事項説明書】に定める計算方法により、料金の全額または一部をキャンセル料として請求することができます。この場合の料金は第７条に定める他の料金の支払いと併せて請求します。但し契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。

３ 事業者は、第1項に基づく契約者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対して、 訪問看護師の稼働状況により契約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議するものとします。

第１１条　（個人情報保護）

事業者は、サービスを提供する上に知り得た利用者及びその家族に関する秘密・個人情報については、利用者または第三者の生命、身体に危険のある場合など正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約期間終了後、第三者に漏らすことはありません。
２　あらかじめ文章により利用者や家族の同意を得た場合、前項の規定に関わらず、一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。
３　事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律124号）及び障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律79号）に定める通報ができるものとし、その場合、事業者は秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。

第１２条　（緊急時の対応）

事業者は、訪問看護等のサービスを提供しているときに、利用者の病状に急変が生じた場合、またはその他必要な場合は、速やかに主治医または家族へ連絡するとともに、その他必要な措置を講じます。

第１３条　（賠償責任）

事業者は、サービス提供にともない、事業者の責めに帰すべき事由により、利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合は、利用者に対してその損害を賠償します。ただし、事業者に故意・過失がない場合はこの限りではありません。

２　利用者または家族の重過失によって当該事故が発生した場合は、事業者が負う損害賠償額は減額されます。

第１４条（社会情勢及び天災）
社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、乙の義務の履行が難しい場合は、日程、時間の調整をさせて頂く場合があります。
２　社会情勢の急激な変化、地震、風水害など著しい社会秩序の混乱などにより、乙の義務の履行が遅延、もしくは、不能になった場合、それによる損害賠償責任を乙は負わないものとします。
第１５条　（相談・苦情対応）

利用者は提供されたサービスに対して苦情がある場合には、事業者、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。

２　事業者は、利用者およびその家族からの相談・苦情などに対応する窓口を設置し、事業者が提供した訪問看護等のサービスに関する利用者の要望・苦情などに対し、迅速かつ誠実に対応を行います。
第１６条　（身分証の携行）

訪問看護等のサービス従事者は常に身分証を携行し、初回訪問時および利用者またはその家族から提示を求められた場合、いつでも身分証を提示します。
第１７条　（本契約に定めのない事項）

この契約に定めのない事項については、医療保険各法ならびにその他関係諸法令の定めるところを尊重し、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。

２　この契約書は、医療保険各法に基づくサービスを対象としたものですので、利用者がそれ以外のサービスを希望する場合には、別途契約するものとします。

第１８条　（裁判管轄）

この契約に関して、やむを得ず訴訟となる場合は、利用者および事業者は、事業所の住所地を管轄する裁判所を第一審専属的管轄裁判所とすることとし、予め合意します。

上記の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者および事業者が記名押印の上、１通ずつ保有するものとします。
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契約締結日            令和   　　　年  　      月   　     日

【利 用 者】

      住    所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
      氏    名 ：                                    印

【署名代行者（代理人）】
      私は、本人の契約意思を確認し署名代行いたしました｡

      続　　柄：　　　　　　　　　　　　　　
　　　代行理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
      住    所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
      氏    名：                                      印

【事 業 者】新潟県長岡市亀貝町１７１９番地１
株式会社さくらメディテイト
代表取締役　伊藤　太紹    　　印         
新潟県長岡市亀貝町１７１９番地１
            さくら心の訪問看護ステーション
（ステーションコード１５６０２９０２７０）
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